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仙台市私立保育所等休日保育事業費補助金交付要綱 

 

（平成 14 年８月 30 日健康福祉局長決裁） 

（趣旨） 

第１条 この要綱は，日曜，祝日等における保護者の就労等により児童が保育を必要とする

場合の保育需要に対応するため，児童福祉法（昭和 22 年法律第 164 号。以下「法」という。）

第 35 条第４項の規定による認可を受けた市内の保育所及び就学前の子どもに関する教育，

保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成 18 年６月 15 日法律第 77 号。）第２条第

６項に規定する市内の認定こども園（以下「私立保育所等」という。）が実施する休日保育

事業（以下「事業」という。）に要する経費に対し予算の範囲内で仙台市私立保育所等休日

保育事業費補助金（以下「補助金」という。）を交付し，その交付等に関して仙台市補助金

等交付規則（昭和 55 年３月 31 日仙台市規則第 30 号。以下「規則」という。）に定めるも

ののほか必要な事項を定め，かつ休日に保育を必要とする児童の福祉の増進を図ることを

目的とする。 

（定義） 

第２条 この要綱において「休日」とは，次に掲げる日をいう。 

（1） 日曜日 

（2） 国民の祝日に関する法律（昭和 23 年法律第 178 号）の日 

（3） 12 月 29 日から翌年の１月３日まで（前各号に掲げる日を除く。）の日 

２ この要綱において「対象児童」とは，子ども・子育て支援法（平成 24 年 8 月 22 日法律

第 65 号。以下「子ども・子育て支援法」という。）第 19 条第 2 号及び同第 3 号に該当する

児童であって，休日等においても保育を必要とする児童をいう。 

３ この要綱において「実施保育所等」とは，休日保育に関する需要が高く，対象児童の利

用が一定程度見込める地域に設置されている私立保育所等であり，第４条の協議に基づき

市長が承認した事業を実施するものをいう。 

４ この要綱において「保育施設」とは，子ども・子育て支援法第 7 条に規定する保育所，

認定こども園，家庭的保育を実施する事業所，小規模保育を実施する事業所及び事業所内

保育を実施する事業所をいう。 

５ この要綱において「休日保育実施日」とは，休日において保育を必要とする児童の保育

を実施する日をいう。ただし，利用を申し込んでいた者の利用取消等により，休日におい

て保育を必要とする児童の保育を実施しなかった日においても，あらかじめ第３条第８号

に規定する職員の体制を整えていた場合は，休日保育実施日とする。また，実施保育所等

の開所日としてあらかじめ設定されている日と休日保育実施日とが一致する日で，実施保

育所等以外の保育施設に入所している児童の利用が無い日は，休日保育実施日とはしない

ものとする。 

（補助対象事業） 

第３条 この補助金の交付対象とする事業（以下「補助対象事業」という。）とは，次の各号

に掲げる要件に該当する事業とする。 

(1) ４月から翌年の３月までの１年間に休日保育実施日を 65 日以上とすること。ただし，

年度の途中において補助対象事業を開始する場合はこの限りでない 

(2) 実施保育所等の開所日としてあらかじめ設定されている日と休日とが一致する日にお

いては，実施保育所等以外の保育施設に入所している児童についてのみ事業の対象とす

ること 

(3) 休日保育実施時間は１日あたり連続して 11 時間以上であること 

(4) 休日保育実施時間を前半及び後半に分ける半日保育を実施する場合には，前後半いず

れの時間も５時間以上としてあらかじめ実施保育所等が設定し，利用者に周知すること 
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(5) 対象児童のうち休日保育の利用希望のある児童について次のア又はイに掲げる場合に

応じそれぞれア又はイに定める方法によりあらかじめ実施保育所等に登録させること 

ア 実施保育所等に入所中の児童の場合 直接申し込みを受け付ける 

イ 実施保育所等以外の保育施設に入所中の児童の場合 入所中の保育施設長の同意書

を添付させた上で直接申し込みを受け付ける 

(6) 実施保育所等は，日々の集団生活が児童に与える影響を考慮し，休日保育実施日を含

め，保育施設に入所している児童に対する保育を１週間当たり６日に留めるよう実施保

育所等から保護者への働きかけに努めること 

(7) 休日保育実施時間内において，常時，保育士２名以上の体制を取り，その内１名は実

施保育所等の保育士を充てること 

(8) 仙台市児童福祉法の施行に関する条例（平成 24 年仙台市条例第 62 号）に定める基準

を遵守すること 

(9) 休日保育実施日には緊急連絡体制を整え，緊急時に応援体制が確保できること 

（補助対象事業の協議と承認） 

第４条 この補助金の交付を受けようとする私立保育所等の設置者は，初年度に限り，別記

様式第１号に必要書類を添付して市長に協議するものとし，市長は事業内容等について必

要な審査を行ったうえ適当と認めた場合には補助対象事業の承認を行うものとする。なお，

補助対象事業の内容の変更等をする場合は，事前に第７条の規定による申請を行うものと

する。 

（補助金の交付手続き） 

第５条 前条により承認を受けた実施保育所等の設置者は，別記様式第２号にて，市長が定

める日まで補助金の交付申請書を提出するものとする。 

２ 市長は前項の交付申請があった場合には，その内容を審査し，補助することを適当と認

めた場合は，補助金の交付の決定及び額の確定をし，同項の設置者に通知するものとする。 

（補助額） 

第６条 この補助金の交付の対象となる経費，交付基準額及び交付額は別表１のとおりとす

る。 

２ 第３条に掲げる要件に加え，実施保育所等以外の保育施設に入所している児童を対象と

する場合には，別表２に定める運営費特別加算を支給する。 

３ 第１項及び第２項の額に千円未満の端数が生じた場合は，それぞれについてこれを切り

捨てるものとする。 

 （交付の条件） 

第７条 規則第５条の規定により付する条件は次のとおりとする。 

(1)  補助対象事業の内容の変更（軽微な変更を除く。），若しくは，補助対象事業を中止し，

又は廃止をする場合においては，別記様式第３号により申請を行うものとする 

(2) 市長は，前項の申請があった場合には，その内容を審査し，適当と認めた場合には承

認を行うものとする。この場合，市長は，交付の取り消し，又は変更することができ

るものとする 

(3) 市長は，前各号に定める条件のほか，補助金の交付の目的を達するため必要な条件を

付すことができる 

（申請の取下げ）  

第８条 第５条第２項に基づく申請を規則第７条第１項の規定により取り下げる場合は，交

付決定の通知があった日から７日を経過した日までに別記様式第４号により行うものとす

る。 

（月例報告及び実績報告） 

第９条 第５条に基づく交付決定を受けた実施保育所等の設置者は，毎月，補助対象となる
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月の利用児童数等を翌月10日まで，別記様式第５号にて，市長に報告しなければならない。 

２ 規則第 12 条の規定による実績報告は補助対象事業終了後速やかに，別記様式第６号に必

要書類を添付して行わなければならない。 

（補助金の交付方法） 

第 10 条  第５条第２項において交付決定した補助金は，規則第 15 条のただし書の規定によ

り，当該補助金額を２回に分けて概算払いの方法により交付するものとする。ただし，年

度の途中において事業を開始した場合は，この限りではない。 

 

 

（開設経費加算） 

第 11 条 市長は，平成 29 年４月１日以降において新たに事業を実施する私立保育所等が，

実施保育所等以外の保育施設に入所している児童を対象とする休日保育実施体制の整備を

図るため，備品等を購入する場合に，その額の一部を補助することができる。ただし，実

施保育所等一か所につき一回限りとする。 

２ 設置者は，前項に規定する補助を受けようとするときは，「開設経費加算申請書」（様式

第７号）を，市長に提出しなければならない。 

３ 市長は，前項の規定による申請があったときは，その内容を審査し，適当と認めるとき

は，補助金の交付を決定し，その内容及びこれに付した条件を設置者に通知するものとす

る。 

４ 設置者は，前項による交付決定を受けたときは，規則第 12 条第 2 項に定める場合を除

き，「開設経費加算実績報告書」（様式第８号）を，市長が定める日までに市長に提出しな

ければならない。 

５ 市長は，前項の規定による報告を受けたときは，当該報告にかかる書類の審査及び必要

に応じて現地調査を行ったうえで，交付の決定の内容及びこれに付した条件に適合すると

認めるときは，交付すべき補助金の額を確定し，補助金を交付するものとする。ただし，

第３項で交付決定した補助金について，事業の遂行上必要があると認めるときは，概算払

いにより交付することができる。 

６ 前項の規定にかかわらず，規則第 12 条第 2 項に定めるときは，第３項の交付の決定の

後に，補助金を交付するものとする。 

７ 第５項及び第６項の補助金の額は，設置者氏名，購入品目，日付及び金額が明記された

領収書により確定した額に１０分の８を乗じた額で千円未満の端数を切り捨てた額とし，

かつ１５０，０００円を限度とする。 

８ 市長は，設置者が休日保育を開始した後３年未満に中止又は廃止したときは，第５項及

び第６項により交付した補助金の全部又は一部について返還を請求することができる。 

（書類の整理等） 

第 12 条 第５条及び前条の補助金の交付を受けた者は，補助対象事業に係る収支を明らかに

する帳簿を備え，当該収支についての証拠書類を整理するとともに，当該帳簿及び関係書

類を会計年度終了後５年間保管しなければならない。 

（実施細目） 

第 13 条 この要綱の実施細目は，別に定める。 

 

 

附 則 

この要綱は，平成 14 年 9 月 1 日から実施する。 

附 則（平成 15 年 3 月 20 日改正） 

この改正は，平成 15 年 4 月 1 日から実施する。 



 4 

附 則（平成 17 年 1 月 13 日改正） 

この改正は，平成 17 年 4 月 1 日から実施する。 

附 則（平成 18 年 3 月 29 日改正） 

この改正は，平成 18 年 4 月 1 日から実施する。 

  附 則（平成 19 年３月 30 日改正） 

この改正は，平成 19 年 4 月 1 日から実施する。 

  附 則（平成 20 年 3 月 31 日改正） 

この改正は，平成 20 年 4 月 1 日から実施する。 

 附 則（平成 21年 12月 10日改正） 

（実施期日） 

１ この改正は，平成 21年４月１日から実施する。 

（経過措置） 

２ この要綱の改正前によりなされた補助金の交付に係る手続きその他の行為は，改正後

のこの要綱によりなされた手続きその他の行為とみなす。 

 附 則（平成 22 年 3 月 15 日改正） 

この改正は，平成 22 年 4 月 1 日から実施する。 

附 則（平成 23 年 3 月 31 日改正） 

この改正は，平成 23 年 4 月 1 日から実施する。 

附 則（平成 25 年 3 月 22 日改正） 

この改正は，平成 25 年 4 月 1 日から実施する。 

附 則（平成 26 年 4 月１日改正） 

この改正は，平成 26 年 4 月１日から実施する。 

附 則（平成 27 年 3 月 27 日改正） 

この改正は，平成 27 年 4 月 1 日から実施する。 

附 則（平成 29 年 12 月 15 日改正） 

この改正は，平成 29 年 12 月 15 日から実施し，平成 29 年 11 月１日から適用する。 

  附 則（令和 2 年 3 月 30 日改正） 

この改正は，令和 2 年 4 月 1 日から実施する。 

  附 則（令和 3 年 9 月 17 日改正） 

この改正は，令和 3 年 9 月 17 日から実施する。 

附 則（令和 5 年 4 月 1 日改正） 

この改正は，令和 5 年 4 月 1 日から実施する。 



 5 

別表１（第６条第１項関係） 

基  準  額 対 象 経 費 

実施保育所等毎に次により算定された額 

 

年間延べ利用児童数に区分される表１により算出された基本分の

金額と表２により算出された保護者負担額相当額の合計額を合計し

た額(Ａ)と，子ども・子育て支援法第１１条に規定する施設型給付

費の１００分の６の地域区分において実施保育所等毎に年間延べ利

用子ども数により算出した休日保育加算（そのうち処遇改善等加算

分を除く。）に事業実施月数を乗じた額（Ｂ）を比較し，Ａの額がＢ

の額を超えた場合におけるその差額分 

    表１-① 

年間延べ利用児童数 金 額 

２７９人以下 １，８３４，８００円 

２８０～３４９人 ２，１６７，８００円 

３５０～４１９人 ２，６８９，０５０円 

４２０～４８９人 ３，２１０，３００円 

４９０～５５９人 ３，７３１，５５０円 

５６０～６２９人 ４，２５２，８００円 

６３０～６９９人 ４，７７４，０５０円 

７００～７６９人 ５，２９５，３００円 

７７０～８３９人 ５，８１６，５５０円 

８４０～９０９人 ６，３３７，８００円 

９１０～９７９人 ６，８５９，０５０円 

９８０～１，０４９人 ７，３８０，３００円 

１，０５０人以上 ７，９０１，５５０円 

ただし，一年度の休日保育実施日数が 65日未満の場合は，年間延

べ利用児童数に区分される下表に定める額に休日保育実施日数を乗

じて得た金額とする。 

  表１-② 

年間延べ利用児童数 金 額 

２７９人以下 ２８，０００円 

２８０～３４９人    ３３，０００円 

３５０～４１９人 ４１，０００円 

４２０～４８９人 ４９，０００円 

４９０～５５９人 ５７，０００円 

５６０～６２９人 ６５，０００円 

６３０～６９９人 ７３，０００円 

７００～７６９人 ８１，０００円 

７７０～８３９人 ８９，０００円 

８４０～９０９人 ９７，０００円 

９１０～９７９人 １０５，０００円 

９８０～１，０４９人 １１３，０００円 

１，０５０人以上 １２１，０００円 

 

 

休日保育事業に必要

な経費 
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 表２（保護者負担額相当額） 

次に定める額に各区分毎の年間延べ利用児童数を乗じた額 

３歳未満児 
半日利用 １，６００円 

一日利用 ３，２００円 

３歳以上児 
半日利用 ８００円 

一日利用 １，６００円 
 

 

 

別表２（第６条第２項関係） 

運営費特別加算の交付額等 

実施保育所等以外の保育施設に入所している児童に保育を実施する１施設あたりにおい

て，事業実施日１日あたりの額を，利用児童の年齢に応じて適用される下記表（イ）の基

本額（Ｃ）と利用児童の年齢に応じて適用される下記表（ロ）の単価に１日あたりの利用

児童数（実施保育所等以外の保育施設に入所している児童数）を乗じて得た額（Ｄ）の合

計額（Ｅ）とし，全ての事業実施日にかかるＥを合算した額とする 

 

    表（イ） 

３歳未満児のみに保育を実施した場合 

又は  

３歳未満児及び３歳以上児に保育を実施した場合 

１日あたり２０，０００円 

３歳以上児のみ保育を実施した場合 １日あたり１０，０００円 

 

  表（ロ） 

次に定める額に１日あたりの利用児童数（※）を乗じた額 

※実施保育所等以外の保育施設に入所している児童数 

３歳未満児 ６００円 

３歳以上児    ３００円 

 

 

  

 

 


